
塩谷町建築物等における木材の利用促進に関する方針（案） 

 

第１ 目的 

  この方針は、脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の

促進に関する法律（平成 22年法律第 36号。以下「法」という。）第 12条の規定に

基づき、法第 10 条で定める基本方針及び、法第 11 条で定める都道府県方針に即し

て、町内の建築物等における木材の利用の促進及び町産木材・県産木材の利用に関す

る基本的事項等を定めるものである。 

 

第２ 建築物における木材利用の促進の意義及び基本的方向 

  森林は、土壌の保全、水源の涵養、生物多様性の保全、地球温暖化の防止など様々

な公益的機能を有しており、「伐って、使って、植えて、育てる」という森林資源の

循環利用を通して、これらの公益的機能を持続的に発揮することが求められている。 

また、森林から産出される木材は、断熱性、調湿性等に優れるなど、快適な生活空

間の形成に貢献する建築資材であるだけでなく、長期間にわたって炭素を貯蔵できる

再生産可能な資源であり、エネルギー源として燃焼しても大気中の二酸化炭素濃度に

影響を与えない「カーボンニュートラル」の特性を有している。 

さらに、本町は県内有数のスギ・ヒノキの産地であり、中でも町木に指定されてい

るヒノキについては、古くから良質な「船生ヒノキ」として広く知られている。 

このような状況から、木材の利用を促進し、併せて森林の適正な整備を推進するこ

とは、林業・木材産業の成長産業化及び脱炭素社会の実現、さらには地域特性の振興

にも貢献するものである。 

これらを踏まえ、町では、本方針に基づき、自ら整備する公共建築物等における木

材の利用に率先して取り組むほか、民間建築物における木材の利用が促進されるよ

う、第３以降に掲げる各種施策に取り組むものとする。 

 

第３ 建築物における木材の利用の促進のための施策に関する基本的事項 

１  町は、法第 5条に規定する町の責務を踏まえ、自ら率先してその整備する町有施

設及び町施工土木工事における町産木材※・県産木材※の利用に努める。 

２ 町は、町内において建築物を整備する事業者に対して、町産木材・県産木材の利

用の理解と協力を求めるとともに、建築用木材、先進的な木造建築物に関する技術

普及、住宅の木造化※及び木質化※など情報提供に努める。 

 

第４ 町が整備する公共建築物等における木材の利用の目標 

１ 公共建築物の整備にあたっては、次の各号に掲げるものを除き、「２階建て以下、 

かつ延べ面積 3,000 ㎡以下」の施設は木造化に努める。  

（１）建築基準法等の法令や施設の設置基準等により、木造化することが困難な場合 

（２）著しく費用を要するなど、費用対効果の観点から木造化が適当でない場合 

 



（３）施設の内容や、構造に要求される性能・耐久性等により、木材の利用が困難な 

場合 

（４）施設の用途や保安、維持管理等の特殊性により、木造化することが困難な場合 

（５）その他、木造化することが困難な場合  

２ 木造以外の施設にあっても、木質化が可能な床や壁等の内装材については、法令

の規定により制限等がある場合を除き木質化を図ることに努める。  

３ 多くの町民の利用が見込まれる施設は、積極的に木造・木質化※に努めるととも

に、ロビー・応接用テーブル・椅子などの備品等に木材を用いた製品を使用するこ

とに努める。 

４ 公共土木施設等については、施設の特質や用途に応じ、木材の特性を活かしなが

ら町産木材・県産木材の利用の促進を図るものとする。  

 

第５ 建築物木材利用促進協定制度の活用 

町は、法第 15 条に定める建築物木材利用促進協定制度について、建築主となる事

業者等に対し周知に努めるものとする。また、事業者等から建築物木材利用促進協定

（以下「協定」という。）の締結の申出があった場合は、法の目的や基本理念並びに

本方針に照らして適当なものであるかを確認し、締結の応否に係る判断を行うものと

する。  

なお、協定を締結した場合には、協定の内容等をホームページ等で公表するものと

する。 

 

第６ 森林施業・製材・建築に精通した木材コーディネート人材の活用  

公共建築物や民間の中大規模建築物の木造・木質化に当たっては、地域で調達可能

な木材の規格や品質等を熟知した上で、建築物の設計・施工、木材の調達を行うこと

が重要であることから、建築物の発注者、設計者及び施工者は、地域の森林施業・製

材・建築に精通した木材コーディネート人材の助言を活用すること等により、建築物

への木材の利用の促進に努めるものとする。 

  

第７ 木材の利用の促進の啓発  

町は、関係団体と連携し、住民の目に触れる機会の多い公共建築物等における木材

の利用の促進を図るとともに、木材の利用の効果について住民への普及啓発を行うも

のとする。 

また、建築物等における木材の利用について広く住民の関心と理解を深めるため、

木材利用に関するイベントの実施、ホームページ等の各種媒体における情報の発信等

の事業を実施することにより、木材の利用の促進に取り組むものとする。  

 

第８ その他建築物における木材の利用の促進に関する事項 

１ 庁内での木材の利用の促進に向けた連絡調整については、企画調整担当者会議に

おいて行うものとする。 



 ２ 公共建築物等への町産木材の使用に当たっては、本方針の推進を目的として設立 

  された塩谷町公共施設木材供給組合と連携を図るものとする。 

 ３ 公共建築物において暖房器具やボイラーを設置する場合は、当該公共建築物の用 

途や利用形態等を考慮しつつ、木質バイオマスを燃料とするものの導入に努めるこ 

ととし、あわせて民間建築物への普及の促進を図るものとする。 

 

 

 

※ 用語 定義 

用語 定義 

町産木材 原料となる素材が塩谷町産である木材をいう。 

県産木材 原料となる素材が栃木県産であり、その産地証明がなされた木

材をいう。 

木造化 建築物の構造耐力上主要な部分（柱、梁、桁、壁、床等）が木造

であることをいい、集成材やＣＬＴ等による木造を含む。 

木質化 建築物の内外装等に木材を用いることをいう。 

木造・木質化 木造化及び木質化のことをいう。 

 

 

 


